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令和６年度 市町村決算のポイント 

【普通会計決算の状況】 

 

  
１ 決算規模は、歳入、歳出とも前年度を上回った。歳入は４，３１２億円で、前年度比２．６％

増加し、歳出は４，１６５億円で、前年度比３．０％増加となった。 

 

２ 決算収支では、実質収支は１０，０２７百万円の黒字である。なお、実質収支が赤字の団体 

はない。 

  一方、実質単年度収支は、基金の取り崩し額は前年度より２，５９９百万円減少したが、６８

８百万円の赤字を計上した。 

 

３ 歳入では、前年度と比べ、地方債が１７．３％、地方交付税が２．６％とそれぞれ増加した結 

果、前年度を上回った。なお、地方交付税や地方消費税交付金等各種交付金などの増加により、 

一般財源総額も前年度より増加している。 

  歳出では、前年度と比べ、義務的経費が、人件費や扶助費の増加により３．２％増加し、投資

的経費が、普通建設事業費の増加により４．０％の増加、その他経費も物件費などの増加によ

り２．４％増加し、歳出も歳入と同様に前年度より増加している。 

 

４ 経常収支比率は、県加重平均で９４.１％と、前年度より０．１％の増加となった。分母とな

る歳入においては、地方交付税や地方消費税交付金等各種交付金などの増加により経常一般財

源等が増加。歳出においては、人件費や扶助費の経常的な経費が増加しており、それに伴い、歳

入以上に経常的な経費に充当された一般財源も増加したことが要因である。 

  実質公債費比率は、県加重平均で６．９％となり、０．１％増加となった。 

  なお、地方債発行に許可が必要となる実質公債費比率の基準（１８％）は全ての市町村で下 

回っている。 

 

５ 地方債現在高は３７６，３３４百万円で、前年度より０．４％増加となった。 

  地方債発行額は、緊急防災・減災事業債、過疎対策事業債などの増加により、２年連続で増加 

した。 

 

６ 基金残高は１９０，５４２百万円で、財政調整基金が増加したものの、減債基金やその他特 

定目的基金の減少により、前年度末から１８５百万円、０．１％減少し、２年連続の減少となっ 

た。なお、これまでと同様に、団体間で大きな残高差が生じている。 
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【公営企業会計決算の状況】 

  
１ 事業数は、令和６年度末現在で、前年度より１事業減少し、８３事業となっている。 

 

２ 決算規模（歳出総額）は、６１，２６３百万円で、前年度より７８８百万円、１．３％の増

加となっている。 

また、事業別にみると、水道事業が最も大きく、次いで病院事業、下水道事業の順となって 

おり、当該３事業で全体の９２．８％を占めている。 

 

３ 経営状況は、公営企業の総収支で、７１４百万円の黒字となっている。 

なお、８３事業のうち、黒字は６１事業で全体の７３．５％（黒字額：１，７９４百万円） 

であり、赤字は２２事業で全体の２６．５％（赤字額：１，０８０百万円）となっている。 

 

４ 料金収入は、２９，８３７百万円で、前年度に比べて７２０百万円、２．５％増加している。 

水道事業、簡易水道事業、交通事業、病院事業、下水道事業及び介護サービス事業は増加して

いるが、観光施設事業及び駐車場事業では減少している。 

また、事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業の順となっており、この２

事業で全体の８５．１％を占めている。 

なお、総収益に占める料金収入比率は、全体で６５．３％となっており、水道事業が 

８４．８％と最も高く、一方、下水道事業が２４．１％と最も低くなっている。 

 

５ 建設投資の財源である企業債の発行額は１０，０４５百万円であり、今年度は水道事業、 

簡易水道事業及び介護サービス事業が増加したが、病院事業と下水道事業において減少した 

ため、前年度より８９８百万円、８．２％の減少となっている。 

  企業債現在高は、１４１，３２７百万円で、前年度より５９３百万円、０．４％の減少と

なっている。 

 

６ 他会計からの繰入金は、１２，５３３百万円で、水道事業で減少したため、全体では、前 

年度より２２７百万円、１．８％の減少となっている。 

 

７ 地方公営企業法の適用企業において、営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）額

を累積した累積欠損金は１４，３４７百万円であり、前年度より６４２百万円、４．７％増加

している。 

  なお、累積欠損金を有する事業数は７２事業中２３事業であり、前年度より９事業の増加と

なっている。また、事業別にみると、下水道事業が最も多くなっている。なお、不良債務を有

する事業は、観光施設事業と下水道事業となっている。 
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【健全化判断比率等の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 む す び 】 

 

１ 健全化判断比率の４指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比 

率）においては、早期健全化基準以上に該当する団体はない。 

 

２ 公営企業の資金不足比率においては、経営健全化基準以上に該当する公営企業会計はない。  

令和６年度の本県市町村の普通会計決算の全体額は、歳入が地方債、地方交付税などの増加、

歳出が人件費や物件費などの増加により、歳入・歳出ともに前年度を上回った。 

 

健全化判断比率について、早期健全化基準以上に該当する団体はなく、実質公債費比率の県平 

均値（加重平均）は前年度より０．１％の増加となった。また、経常収支比率の県平均値（（加重平 

均）は前年度より０．１％の増加となった。 

 

各市町村の財政状況は、昨年度に引き続き物価高騰の影響が財政に大きく影響し特に、人件費

は人材確保や処遇改善を背景に、また、扶助費は社会保障費の負担増と相まって増加基調にある。 

さらに、公共事業や委託事業においても、資材費やエネルギー価格の高騰が続き、コストが恒

常的に高水準で推移している。そして、金利の上昇は公債費の増加につながり将来支出を圧迫す

る要因となっている。 

今後市町村の財政運営においては、デジタルを活用した業務効率化（DX）や事業の優先順位付

けを行い、コスト管理の徹底と歳入財源の維持、確保を行い、持続可能な財政運営が求められて

いる。 


